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Ⅰ．序 論
近年，韓国と日本で産業空洞化に対する憂慮と関心が増してきている。韓国の場合，価格













































































対する定義はSingh（1993)，Bacon and Eltis（1988)，Rowthorn and Ramaswamy（1997）な
ど海外の学者たちによって提示されている。特に Singh（1993）は脱産業化現象を，製造業
部門の輸出入不均衡現象の一つとし，Bacon and Eltis（1988）は非市場部分の成長と膨張に



















































原 因 内 容


































































〈表２〉 国別製造業の対名目 GDP 比率（％）
国 韓国 日本 米国 英国
年度 2002 2005 1980 2001 1977 2004 1982 2003
比率（％） 26.9 28.4 28.2 19.8 22.8 15.7 23.7 19.5
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のコア組織である R&D センターの海外比重が増加する傾向にある。たとえば LG電子は
海外９か所，サムソン電子は８か所の独立 R&D センターを運営している。これら企業の







2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006（１７月）
総輸出 1722.6 1504.3 1624.7 1938.2 2538.4 2844.2 2086.9
総輸入 1604.8 1401.9 1521.3 1788.3 2244.6 2612.4 2011.5
中国（黒字） 56.5 48.8 63.5 132 201.8 232.7 140.8



































1970年代 1980年代 1990年代 20002006（６月まで）







































































































英国は，今やサービス業の空洞化の恐れまであるのが実情である。HSBC, Lloyds, TSB, Abbey など
大型銀行と Norwich Union のような保険会社はコールセンター業務と顧客サービス業務の半分ほど
をインドへアウトソーシングしている。
〈表６〉 脱産業化・産業空洞化の環境のもとでの各企業の対応戦略
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